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島根県教育委員会 
個別の教育支援計画について
特別支援教育の推進について
　「学校教育法等の一部を改正する法律」が平成１９年４月１日から施行されるのにともない、「特別支援教育の推進について（通知）」（平成１９年４月１日文部科学省初等中等教育局長）が示されました。その中で、特別支援教育は、これまでの特殊教育の対象の障害だけでなく、知的な遅れのない発達障害も含めて、特別な支援を必要とする幼児児童生徒が在籍する全ての学校において実施されるものと示されています。
ＩＣＦ（国際生活機能分類）の理念について
	各要素の定義
心身機能：身体系の生理的機能（心理的機能を含む）
身体構造：器官、肢体とその構成部分などの、身体の解剖学的部分
活　　動：課題や行為の個人による遂行
参　　加：生活・人生場面への関わり
環境因子：人々が生活し、人生を送っている物的・社会的・態度的環境
個人因子：個人の人生や生活の特別な背景


ＩＣＦは２００１年にＷＨＯ（世界保健機関）で採択され、日本では「国際生活機能分類」と訳された分類です。人間の生活機能と障害に関する状況を記述することを目的とした分類であり、健康状態、心身機能、身体構造、活動と参加、環境因子、個人因子から構成されます。
＜ＩＣＦの構成要素間の相互作用についての概念図＞
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ＩＣＦは、障害のある人について、その起因となっている疾患やその人の中に内在していることのみに焦点をあてるのではなく、その人を取り巻く環境面も含めて多面的・総合的にその人の生活上の困難さという点に焦点を置くという視点です。
この視点から障害について考えると、その人個人の因子だけでなく、周囲の物的、社会的、態度的環境が環境因子となり、障害はその状況によって変化しうるものととらえることができます。また、障害そのものに目を向けるだけでなく、「活動」や「参加」といった視点から障害のある人の生活をとらえていくという視点を持つことにつながります。
新しい学習指導要領の理念
平成２０年１月１７日に中央教育審議会から出された「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善について（答申）」に、特別支援学校では、ＩＣＦの視点を踏まえ、自立と社会参加を目指した指導の一層の充実を図る観点から、子どもの的確な実態把握、関係機関等との効果的な連携、環境への配慮などを盛り込む、と示されました。
新しい学習指導要領では、特別支援学校においては一人ひとりに応じた指導を充実するために「個別の指導計画」の作成および学校、医療、福祉、労働等の関係機関が連携し、一人ひとりのニーズに応じた支援を行うため、「個別の教育支援計画」の作成が義務づけられました。
また、自立と社会参加に向けた職業教育の充実や交流及び共同学習の推進、障害の重度・重複化、多様化への対応が改善事項として盛り込まれました。
幼稚園教育要領、小学校、中学校、高等学校学習指導要領においても、その留意事項あるいは総則で「例えば指導についての計画又は家庭や医療、福祉などの業務を行う関係機関と連携した支援のための計画を個別に作成することなどにより、個々の幼児児童生徒の障害の状態などに応じた指導内容や指導方法の工夫を計画的、組織的に行うこと」と「個別の教育支援計画」に該当する事柄が明記されました。
「個別の教育支援計画」のイメージ図
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「特別支援教育の更なる充実に向けて」（審議の中間とりまとめ）より　　　　　平成２１年２月１２日　特別支援教育の推進に関する調査研究協力者会議
これらの事柄を踏まえ、島根県教育委員会では、特に小学校、中学校、高等学校に在籍する特別な支援を必要とする児童生徒を対象にした「個別の教育支援計画」の参考様式を作成しました。この様式を参考にしていただきながら、それぞれの市町村教育委員会や学校において、より活用しやすい様式を作るなど、「個別の教育支援計画」の有効活用に向けて積極的に取り組んでいただきたいと思います。
また、「平成２０年度発達障害等支援・特別支援教育総合推進事業」において、グランドモデル地域に指定した斐川町で、「相談支援ファイル（試案）」を作成しました。一貫した支援のために関係者をつなぐツールとしての活用を試みます。この様式についても掲載していますので、参考にしてください。
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＜作成にあたって＞
○この計画は、学校教育を受ける期間は教育機関が中心となって作成します。
○この計画は３年程度の期間で新たに作成することを想定しています。毎年見直し、内容に変更や追加があればその都度加筆修正します。
○記入者は、校内委員会の話し合い等で「この期間に伸ばしたい力」について検討し、さらにその力を伸ばすための「具体的な支援」についても話し合って記入します。その際否定的な表現にならないよう配慮しましょう。新しい情報を書き込めるよう、手書きでの記入をすすめます。
○上記の内容に基づき、必要な関係機関の支援を検討します。「支援マップ」や各市町村の情報を基に、活用できそうな支援を取り上げ、「必要と思われる関係機関の支援」の欄に記入します。
○「支援会議の記録」は、必要に応じて開催した会議の期日と参加者、内容について簡潔に記入します。この会議で決定した支援等があれば、すみやかに「個別の教育支援計画」に書き込みましょう。
○この計画は保護者と話し合いながら作成し、内容について了解、確認されたら署名捺印をしてもらいます。
○この計画は学校が保管し、コピーを保護者に渡すなど、各学校で使用目的を明確にし、個人情報保護に努めてください。
○「引き継ぎ資料」では、特に伝えておきたい支援等について、簡潔に記入してください。記入したものを保護者に見せ、この情報を次の学校へ引き継ぐことの了解をとります。これをもとにして、引き継ぎの会を持ち、関係者で必要な支援が途切れることのないように連携を図ります。「具体的な取組の方法」については、次の学校で記入します。支援をどのような形で具体的に引き継ぐのかを、明確にして迎えましょう。
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